
事業の詳細などお問い合わせは 環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8339/8355 FAX：03-3580-1382

地域の未利用資源（廃熱・地中熱・下水熱・湧水等）の利用を支援します。

・地域の廃熱・地中熱・下水熱・湧水等を有効活用したい。

・ヒートアイランド現象を抑制したい。

・地域で連携して、CO2排出量削減等を実現したい。 etc.

補助対象者 募集時期

・地方公共団体 ・民間事業者等 平成31年5月頃（予定）

地域の未利用資源（廃熱・地中熱・下水熱・湧水等）の
利用及び効率的なエネルギー供給システム等を構築し、

地域の低炭素化や活性化を

推進するモデル的取組に必要な設備等の導入

補助要件

補助内容 地公体（政令指定都市以外の市町村）・中小企業：

導入費用の2/3

・事業所空調やコジェネ等の廃熱地域利用 ・湧水等活用型空調の導入
・地中熱・下水熱等を活用した低炭素型融雪設備の導入
・高効率な地域熱供給システムの導入 ・省エネ型散水消雪用施設の導入 等

事業イメージ

廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用による低炭素社会システム整備推進事業

事 業 名

地公体（上記以外）・民間事業会社（上記以外）等：

導入費用の1/2

地中熱・下水熱等の温度差
エネルギーをオフィス等の
空調に活用することにより
低炭素化を実現。また、
ヒートアイランド現象の
抑制にも貢献。

事業所の空調等の廃熱を
病院、オフィス等に
二次利用することにより
更なる低炭素化を実現。

地中熱・下水熱等
活用型空調

事業所空調等の
廃熱地域利用

ぜひ

ご検討

ください

廃熱

オフィス

病院

このような

地方公共団体、

民間団体に

おすすめします。

創エネ設備導入

地方公共団体向け 民間向け



背景・目的

• 一度整備されると長期にわたりCO2排出のロックインが懸

念される社会システムについては、構築のタイミングで低

炭素型のものへと政策誘導することが不可欠である。

• その際、地域の実状に応じて、地域の未利用エネルギーを

コスト効率的に有効活用することが重要であり、こうした

取組は地域経済の活性化にも資するものである。

事業概要

地域の実状に応じて、地域の未利用資源（熱・湧水等）の

利用及び効率的なエネルギー供給システム等を構築し、地域

の低炭素化や活性化を推進するモデル的取組に必要な設備等

の導入経費を支援する。

・ 事業所空調やコジェネ等の廃熱地域利用

・ 湧水等活用型空調の導入

・ 地中熱・下水熱等を活用した低炭素型融雪設備の導入

・ 高効率な地域熱供給システムの導入 等

廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用による
低炭素社会システム整備推進事業

地域で活用されていない資源を利用し、地域の低炭素社会づくりを推進

イメージ

期待される効果

• 地域の特性を活かしたエネルギー利用の低炭素化及び地域
連携によるCO2削減対策の導入。

• 地域の未利用資源（熱・湧水等）を有効活用し、社会シス

テムを低炭素化するモデルケースの創出。

地中熱・下水熱等活用型空調

地中熱・下水熱等の温度差エネルギーをオフィス等の空
調に活用することにより低炭素化を実現。また、ヒート
アイランド現象の抑制にも貢献。病院

オフィス

事業所の空調等の廃熱を病院、オフィス等に二
次利用することにより更なる低炭素化を実現。

事業所空調等の廃熱地域利用

事業スキーム

国

地方公共団体（政令指定都市以外
の市町村）
中小企業

非営利法人

（補助率）

2/3
（補助率）

定額

補助金

補助金

地方公共団体（上記以外）
民間企業（上記以外） 等（補助率）

1/2

2019年度予算（案）
1,600百万円（1,700百万円）

地球環境局地球温暖化対策課
地球温暖化対策事業室


